
京都市告示第４３５号

 平成３０年１２月２８日京都市告示第５００号（特定建築物の定期調査項目等の付加）

の一部を次のように改めます。 

  令和元年１１月２１日 

                            京都市長 門川 大作 

 第１項中「細則第２８条第１項」の次に「第１号」を追加し，表２の項中「令第１１２

条第１４項」を「令第１１２条第１８項」に改めます。

   附 則

 この告示は，公布の日から施行します。

（都市計画局建築指導部建築安全推進課）



京都市告示第５００号 

 京都市建築基準法施行細則（以下，「細則」という。）第２８条第３項の規定により市長

が付加できる定期調査における調査の項目，方法及び結果の判定基準について，細則第２

８条第１項に規定する市指定特定建築物に限り，次のとおり付加することとする。 

  平成３０年１２月２８日 

京都市長 門川 大作   

区分 調査項目 調査方法 判定基準

防火設備

（防火扉，

防火シャ

ッターそ

の他これ

らに類す

るものに

限る。）

昭和４８年建設省告示

第２５６３号第１第一

号ロに規定する基準に

ついての適合の状況

常時閉鎖した状態にあるも

の以外の防火扉（以下「随閉

防火扉」という。）にあって

は，各階の主要な随閉防火扉

の閉鎖時間をストップウォ

ッチ等により測定し，扉の重

量により運動エネルギーを

確認するとともに，必要に応

じて閉鎖する力をテンショ

ンゲージ等により測定する。

防火シャッター等にあって

は，各階の主要な防火シャッ

ター等を作動させて確認す

る。ただし，３年以内に実施

した点検の記録がある場合

にあっては，当該記録により

確認することで足りる。

昭和４８年建設省告示

第２５６３号第１第一

号ロの規定に適合しな

いこと。

常時閉鎖又は作動をし

た状態にあるもの以外

の防火設備（以下「随閉

防火設備」という。）に

おける煙又は熱を感知

し自動的に閉鎖又は作

動させる装置の設置の

状況

目視により確認する。 令第１１２条第１４項

の規定に適合しないこ

と。



区分 調査項目 調査方法 判定基準

随閉防火設備の本体と

枠の劣化及び損傷の状

況

目視により確認する。 随閉防火設備の変形又

は損傷により遮炎性能

又は遮煙性能（令第１

１２条第１４項第二号

に規定する特定防火設

備又は防火設備に限

る。）に支障があるこ

と。

随閉防火設備の閉鎖又

は作動の状況 

各階の主要な随閉防火設備

の閉鎖又は作動を確認する。

ただし，３年以内に実施した

点検の記録がある場合にあ

っては，当該記録により確認

することで足りる。 

随閉防火設備が閉鎖又

は作動しないこと。 

随閉防火設備の閉鎖又

は作動の障害となる物

品の放置の状況 

目視により確認する。 物品が放置されている

ことにより随閉防火設

備の閉鎖又は作動に支

障があること。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この告示は，平成３１年１月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この告示の施行の日前に終えた定期調査については，なお従前の例によることとす

る。 

３ この告示の施行の日から平成３１年１２月３１日までの期間に終えた定期調査につい

ては，なお従前の例によることができる。 

（都市計画局建築指導部建築安全推進課） 


